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[bookmark: _Toc44576959]１．互助組合退職互助とは
互助組合退職互助は、主に会員の退職後の福利厚生を図ることを目的とした制度です。
　正規採用職員の互助組合会員（任期の定めのない常勤職員）が35歳になった翌年度の4月１日から任意で退職互助の現職会員に加入でき、退職するまでに退職互助掛金を300回（年12回×25年）納めていただくことにより、退職後、特別会員（退職会員）となり、生涯に渡って医療給付や厚生事業を受けることができます。
　ただし、特別会員となるためには、退職時の年齢が50歳以上かつ35歳になった翌年度から15年以上の現職会員期間が必要となります。

[bookmark: _Toc44576960]２．退職互助現職会員の退職時の手続きについて
退職時の年齢が50歳以上かつ退互現職会員期間15年以上の方は、特別会員となるために「退職互助特別会員異動届」を提出していただきます。早期退職や出向等で退職互助掛金の納入回数（300回）が不足していれば、互助組合が送付する納付書で一時払掛金を納入していただきます。
退職時の年齢が50歳未満または退互現職会員期間15年未満の方は特別会員にはなれないので「脱退一時金請求書」を提出していただきます。脱退一時金として掛金総額の５分の４を給付します。退職互助は脱退となります。

[bookmark: _Toc44576961]３．特別会員の給付事業
[bookmark: _Toc44575991]療養補助金
病気やケガなどにより医療機関等で入院や通院等で診療を受けたとき、請求により給付します。
給付対象者は特別会員本人のみで、満６０歳に達した翌年度４月保険診療分から生涯にわたり給付が受けられます。
給付額は給付の対象となる保険診療分の自己負担額から同一医療機関（通院・入院・歯科・調剤薬局）ごとに「２，５００円」を控除した額の６割(令和５年度より医療費の自己負担額はひと月あたり４４，４００円を上限)が給付額となります。
請求方法は療養補助金請求書と該当医療機関等の領収書を提出します。
請求期限は診療月から３年となります。
※ただし、公立学校共済組合の任意継続組合員は自動給付となるため請求は不要です。またフルタイム勤務の再任用等で公立学校共済組合の組合員となる場合は現職医療給付制度が適用となるため請求は不要です。

[bookmark: _Toc44575992]長寿記念品
８８歳（米寿）及び９９歳（白寿）になる年に記念品を贈呈します。

[bookmark: _Toc44575993]埋葬料
特別会員が亡くなられた場合、遺族に埋葬料を給付します。

[bookmark: _Toc44576962]４．特別会員の厚生事業
[bookmark: _Toc44575995]本部事業
・文化厚生事業として、年２回の退職互助会報の発行、特別会員及びその家族等を対象とした親睦旅行、教職員美術展や囲碁将棋大会を開催しています。
・優待事業として、スポーツクラブやボウリング場の割引、宿泊施設の割引、旅行会社取扱のパック旅行割引等、行っています。

[bookmark: _Toc44575996]支部事業
県内に３２支部を設置し、支部単位で趣味・教養研修や講演会、研修旅行等独自の厚生事業を企画実施しています。

以上で「退職互助特別会員制度について」の説明を終了します。
